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超ＬＳＩ時代のコンピュータ産業（２）

世界 コンピュータ産業史（ｌＶ１９８０年代　　その２）

坂　本　和

ｒ超ＬＳＩ時代」の到来とＩＢＭ　　 コンピュータ「第４世代」

「第４世代」のアメリカ汎用 コンピュータ産業　　業界再編成と製品展開

「第４世代」のヨーロソパ汎用 コンピュータ産業　　業界再編成と製品展開

　　以上，第４１巻第１号 。

４　「第４世代」の日本汎用 コンピュータ産業　　日米欧３極ク

ロー バル ・ネ ットワーク構築をめざす日本３大 コンピュータ ・

　メーカー

　以上みてきたように，アメリカおよびヨーロッパの汎用 コンピュータ ・メー

カーにとっ て１９８０年代，とりわけ８０年代後半以降は，汎用 コンピュータ産業の

成長が不安定なものとなるなかで，生き残りを賭けた業界再編成と企業間提携

の時代であ った 。

　このような１９８０年代汎用 コンピュータ産業の激動をつくりだす一方の起動力

が業界のガリヴ ァＩＢＭであ ったとすれば，もう１つの起動力は日本メーカー

とりわけ富士通，日立製作所，日本電気の３社の動向であ った 。

　すでに本稿シリーズ皿でみたように，日本のコンピュータ ・メーカーは ，

１９７１年，コンピュータの自由化を前にして，政府の指導のもとに３つのグルー

プ化を図り ，アメリカ ・メーカー とりわけＩＢＭに対抗する製品開発をすす

めた 。

　３つのグループのうち，とくに上位２社連合といわれた富士通と日立製作所
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のグルー プは，ＩＢＭコンパチブル路線を選択し，１９７４年１１月 ，Ｍシリーズと

よばれるＩＢＭコンパチブル ・マシンを発表した 。

　他方，日本電気は，東芝とグループを組んだが，このグループは独自路線で

ＩＢＭと競争する方向をとり ，１９７４年５月 ，ＡＣＯＳシリーズとよばれる独自の

アーキテクチ ュアのコンピュータを発表した 。

　こうして，富士通，日立製作所と日本電気は，最大の競争相手であるＩＢＭ

コンピュータに対して対照的なアプローチをとりながら ，競争に臨むことにな

った 。

　（１）官士通

　¢　ＦＡＣＯＭ　Ｍシリーズの展開

　富士通と日立製作所が開発したＭシリーズは，１９７４年１１月 ，最上位モデル

Ｍ－１９０，１８０の発表に始まり ，以後７７年までに，Ｍ－１７０，１６０，１５０，１４０，１３０

の各モデルが順次発表されて，ＩＢＭシステム３７０の各モテルに対応するシステ

ムの構築が図られた。これらのモデルのうち，富士通が担当したのは，Ｍ－１９０
，

１８０皿 ，１６０，１４０，１３０の各モデルであ った。さらに１９８０年１月には，上のよ

うなＦＡＣＯＭ　Ｍ－１００シリーズの最上位モデルとしてＦＡＣＯＭ　Ｍ－２００が発表

された 。

　世界の汎用 コンピュータ ・メーカー各社にとっ て， 新機種の発表のタイミン

グが最大の競争相手ＩＢＭの新機種の発表に大きく左右されることは共通であ

る。 とりわけ，ＩＢＭコンパチブル路線をとるメーカーにとっ ては，ＩＢＭの新

機種に可能な限り短い時問差で追随することは，至上命令である 。

　Ｍシリースの１９８０年代以後の展開もまた，これを至上課題とした 。

　すでにみたように，ＩＢＭは１９８０年代に入ると ，８０年１１月 ，３０８１－Ｄを皮切り

に， 「第４世代」コンピュータの本命と目される３０８Ｘシリーズの発表を開始

した 。

　これに対して，富士通は，１９８１年５月 ，Ｍ－３８０の発表に始まるＦＡＣＯＭ

Ｍ－３００シリーズの発表を開始した 。
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　Ｍ－３００シリーズは，以後１９８５年までの間に，Ｍ－３８０に始まり ，３６０，３４０
，

３３０，３２０，３１０なとのモテルとして展開した。富士通は，さらに１９８２年７月に

は， スー パーコンピュータＶＰ －１００，２００を発表し，８５年４月にはこれに

ＶＰ－５０と４００が追加された
。

　１９８５年２月 ，ＩＢＭは１９８０年代前半の大型機種３０８Ｘシリーズを代替するも

のとして，３０９０シリーズを発表した 。

　これに対して，富士通は，１９８５年１１月 ，Ｍ－３８０を引き継ぐＭ－７８０を皮切り

として，新たにＦＡＣＯＭ　Ｍ－７００シリーズの発表を開始した。１９８７年３月には
，

さらにＭ－３６０，３３０を引き継ぐＭ－７６０，７３０などのモデルを発表した。また

１９８８年１２月には，スーパーコンピュータの新モデルＶＰ－２０００を発表した
。

　こうして，富士通は，１９８０年代をとおして，ＩＢＭの大型機種の更新にタイ

ミングを合わせて機敏にＭシリーズを更新し，ＩＢＭに追随してきた。これは ，

同じＩＢＭコンパチブル路線をとる日立製作所も当然同様であ ったし，また独

自路線をとる日本電気の場合にも基本的に同様であ った 。

　しかし，１９９０年代を迎えるころから ，一方ではＩＢＭの新世代機種，通称サ

ミット ・シリーズ発表の接近が予想されるなかで，日本メーカー３社はこぞ っ

て， これを先取りする新機種の発表を準備することになっ た。 そして ，１９９０年

６月から９月に，ＩＢＭの新世代機種，システム３９０の発表に先立 って，３社は

それぞれみずからの新世代機種を発表した。富士通は，９月５日 ，３社のなか

では３番目に，ＩＢＭの発表に１日先立 って，ＦＡＣＯＭ　Ｍ－１８００シリーズを発

　　２７）

表した 。

　　　ＩＢＭとのソフトウェア紛争

　１９８０年代をとおして，ＩＢＭコンパチブル路線をとる富士通を悩ませた最大

の問題は，１９８３年以来６年問にわた って争われてきたＩＢＭとのソフトウェア

紛争であ った 。

　この紛争は，１９８２年６月に起こっ たいわゆる嘔Ｍ ・日立産業スパイ事件

（後述）から４ヵ月後の同年１０月 ，ＩＢＭが「富士通のＯＳがＩＢＭの著作権を侵

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１）
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害している」とクレームを付けたことに始まる 。両社は，翌８３年７月 ，この問

題を解決するために，「和解契約」と ，ＥＩ（Ｅｘｔｅｍ．１Ｉｎｆｏｍ．ｏｏｎ．外部仕様情報）

の有償利用に関する「ＥＩ（Ｅｘｔ．ｍ．１Ｉｎｆｏｍ．ｔ１．ｎ）契約」という２つの秘密契約

を締結した 。

　しかし，ＥＩの適用範囲やその利用料率を決定できなか ったという ，当時の

契約のあいまいさから ，ＩＢＭが「富士通は１９８３年契約に違反した」としてふ

たたび対立が表面化し，１９８５年７月 ，ＩＢＭはアメリカ仲裁鶴会（ＡＡＡ）に仲

裁を申し入れた。これに対して富士通は，同年１２月 ，反訴を提出し，以後 ，

ＡＡＡを舞台に両社の激しい論争が展開された 。

　この論争は，結局１９８８年１１月 ，ＡＡＡの最終裁定が下されるに至り ，終結した 。

　この最終裁定は，２つの柱から構成されていた。第１は，富士通が今後，厳

しい管理の下でＩＢＭのプログラム資料を調べ，インタフェース情報を抽出し ，

コンパチブルＯＳの開発のために利用できるようにする ，「セキ ュアド ・ファ

シリティ（ＳＦ）制度」の設置である 。第２は，富士通が過去，現在，未来にわ

たっ て免責を受ける ，「一括払いライセンス料」の支払いである 。

　第１の点については，ＩＢＭのインタフェース情報の有償利用という考え方

では１９８３年の契約と共通している 。しかし，この裁定によっ て， 原則として富

士通はあらゆるＩＢＭのプログラム資料にアクセスできることとなっ た。 ただ ，

そこから抽出し，コンパチブルＯＳの開発に利用できる情報は「明確に区別さ

れたインタフェースの基準」に従うものとされた 。

　第２の点については，総額は８億３ ，３２５万１０００ドル，当時のレート１ドル ・

１２０円で換算すると約１ ，Ｏ００億円に上 った。しかし，すでに過去に支払っていた

和解金が多く ，実際に裁定を受けて支払ったのは，約２億４ ，ＯＯＯ万ドル，２９０億

円である 。

　この最終裁定によっ て， 富士通はＭシリーズを，これまで追求してきたロ

ード ・モジ ュール ・レベルでの互換性を保証するコンパチブル ・マシンとして

展開する条件を確保することになっ た。 富士通はこれまでロード ・モジ ュール

・レベルでの互換性，つまりＩＢＭ機を前提として開発されたプログラムが再

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２）
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コンパイルすることなしに，そのままＭシリーズで作動することを基本戦略

としてきたが，ＡＡＡの最終裁定によっ て富士通は，この方向により一層力を

注ぎうる条件を獲得したわけである 。

　ところで，このようにロード ・モジ ュール ・レベルでの互換性を基本として

いる富士通は，ＭシリースをさらにＩＢＭ機のＯＳがそのまま稼動するハート

ウェアとしてのコンパチブル ・マシン（いわゆるコンパチブルＣＰＵ）としても通

用させようと努力してきた。つまり ，ソフトウェア面での互換性とハ ードウェ

ア面での互換性を統一しようとしてきた。しかし，このような開発努力にもか

かわらず，ＩＢＭ機のＯＳ，ＭＶＳ／ＸＡが改訂，局度化されるとともに，その最

新版のすべての機能がＭシリーズ上で作動するわけではなくなりつつあ った 。

したがって，このような状況を背景にして，富士通は，一方ではロード ・モジ

ュール ・レベルでの互換性を追求しつつ，他方でハードウェアとしてのコンパ

チブル ・マシンについては独自の戦略が必要となっ てきていた。そして，その

際浮かびあがってくるのは，アムダール社製のコンパチブル ・マシンの役割で

あった。１９８９年４月から ，富士通はアムダール機の輸入 ・国内販売を開始した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）が， これは，このことと無関係ではないと思われる 。

　　　グロー バル展開

　これまでの説明のなかでも触れたように，１９８０年代をとおして，富士通は ，

積極的な国際展開をすすめた 。

　すでに１９７０年代にＩＢＭコンパチブル路線への転換をめぐっ てアメリカのア

ムタール社と技術提携を結ぴ，３０％を超える株式を取得してこれを事実上の子

会社としたが，１９８０年代に入 って，８４年４月に大株主ハイザー杜およびその他

の株主の持ち株を取得し，持ち株比率を４４ ．３％まで上げた。さらに近い将来 ，

富士通は，１００％株式取得によるアムタール社の完全子会杜化をめさしている

との観測も繰り返し流されている 。

　他方，ヨーロッパでは，１９８１年９月にイギリスのＩＣＬ杜と技術および販売

両面での提携を結び，以後，大型汎用 コンピュータでの技術援助あるいは

　　　　　　　　　　　　　　　　（５３）
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ＯＢＭ供給を行うことになっ た。 さらに，１９９０年１１月には，このＩＣＬ社を親

会社ＳＴＣ社から７億４ ，３００万ポンド（約１ ，８５０億円）で買収した。こうして，富

士通は，アメリカでのアムダール社に加えて，ヨーロッパではイギリスの名門

コンピュータ ・メーカー ＩＣＬ社を子会社とし，全体として日 ・米 ・欧３極

にわたるグローバル ・ネ ットワークの構築の足がかりをつかむことに成功した 。

　富士通は，ヨーロッパでは，さらにドイツのシーメンス社とすでに１９７８年よ

り技術提携をし，ＭシリーズをＯＥＭ供給している 。

　（２）日立製作所

　○ＨＩＴＡＣＭシリーズの展開

　富士通と日立製作所が開発したＭシリーズは，１９７４年１１月 ，最上位モテル

Ｍ－１９０，１８０の発表に始まり ，以後７７年までに，Ｍ－１７０，１６０，１５０，１４０，１３０

の各モデルが順次発表されて，ＩＢＭシステム３７０の各モデルに対応するシステ

ムの構築が図られた。これらのモデルのうち，日立が担当したのは，Ｍ－１８０
，

１７０．１６０１ ，１５０の各モデルであ った。さらに１９８０年９月には，上のような

ＨＩＴＡＣ　Ｍ－１００シリースの最上位モテルとしてＨＩＴＡＣ　Ｍ－２００Ｈが発表され

た。

　Ｍシリーズという共通のアーキテクチ ュアでＩＢＭコンパチブル路線を追求

する日立の，１９８０年代に入 って以降の機種展開は，基本的に富士通の場合と同

様のタイミングでＩＢＭに追随するものであ った 。

　１９８０年１０月 ，３０８１－Ｄを皮切りとするＩＢＭ３０８Ｘシリーズの発表に対して ，

日立は，１９８１年２月 ，Ｍ－２８０Ｈの発表に始まるＨＩＴＡＣ　Ｍ－２００シリーズの発

表を開始した。ＨＩＴＡＣ　Ｍ－２００シリーズは，以後１９８５年までの間に，Ｍ－２８０Ｈ

に始まり ，２６０Ｈ，２４０Ｈ，２２０Ｈなどのモデルとして展開した。さらに１９８２年

７月には，スーパーコンピュータＨＩＴＡＣ　Ｓ－８１０モデル１０，２０を発表した 。

　１９８５年２月 ，ＩＢＭは３０８Ｘシリースを代替するものとして，３０９０シリース

を発表した。これに対して，日立は，１９８５年３月 ，Ｍ－２８０を引き継ぐＭ－６８２

Ｈ， ６８０Ｈを皮切りとして，新たにＨＩＴＡＣＭ－６００シリースの発表を開始した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４）



　　　　　　　　　　超ＬＳＩ時代のコンピュータ産業（２）（坂本）　　　　　　　　５５

１９８６年８月には，Ｍ－２６０を引き継ぐＭ－６６０Ｈ，６６０Ｋを発表し，また８７年７

月にはＭ－６４０，６３０などの中型機，そして８８年７月にはＭシリーズの最下位

機， Ｍ－６２０を発表した。さらに８７年６月には，スーパーコンピュータの新機種

Ｓ－８２０モデル６０，８０を発表した 。

　こうして，日立も富士通と同様に，１９８０年代をとおして，ＩＢＭの大型機種

の更新にタイミングを合わせて機敏にＨＩＴＡＣＭシリーズを更新し，ＩＢＭに

追随してきた 。

　しかし，すでにのべたように１９９０年代を迎えるころから ，一方ではＩＢＭの

新世代機種，通称サミソト　 シリース発表の接近が予想されるなかで，日本メ

ーカー３社はこぞって，これを先取りする新機種の発表を準備することになっ

た。 そして，１９９０年６月から９月に，ＩＢＭの新世代機種，システム３９０の発表

に先立 って，３社はそれぞれみずからの新世代機種を発表した。日立は，６月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）６日 ，３社のなかで先陣を切 って ，ＨＩＴＡＣ　Ｍ－８８０シリーズを発表した
。

　　　ＩＢＭとのソフトウェア紛争

　１９８０年代前半，当事者の日立製作所はいうまでもなく ，日本のコンピュータ

産業を揺るがせたのは，１９８２年６月２２日露呈した，いわゆるｒＩＢＭ ・日立産

業スハイ事件」であ った。これは，日立と三菱電機のコンピュータ技術者が

ＩＢＭの機密文書を盗んだ容疑でアメリカ連邦捜査局に逮捕された，という事

件である 。問題の機密文書は，ＩＢＭコンパチフル路線をとる日本のメーカー

にとっ て， ＩＢＭの新機種の発表，具体的には３０８Ｘシリーズの最上位モデル

３０８１－Ｋの発表に時間差をおかずに対抗機を発表するために，なんとしても必

要なものであ った。そして，これを不法な方法で入手したとするものであ った 。

　日立はその後，この問題を解決するために ，１９８３年１０月 ，富士通の場合と同

様の形式で，「和解契約」と ，ＥＩの有償利用に関する「ＥＩ契約」という２つ

の秘密契約を締結した 。

　しかし，契約（ＥＩ契約）のあいまいさから ，ＩＢＭと富士通の問ではふたた

び対立が表面化し，１９８５年７月以後，８８年１１月に最終裁定が下るまで，ＡＡＡ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５５）
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を舞台に両社の激しい論争が展開された 。

　他方，このＥ　Ｉ契約をめくる日立の対応は，富士通とは対照的であ った。日

立は，１９８６年１０月 ，８３年のＥＩ契約をＩＢＭの主張する方向（ＥＩの適用範囲を狭

くすること）で大幅に改訂し，ＩＢＭのＥＩを有料で利用するだけで独自にコン

パチブルＯＳを開発していく ，協調路線をとっ た。

　ソフトウェア紛争に対する日立のこのような決着のつけ方は，日立のコンパ

チブル路線を，コンパチブル路線としてより一層希薄な，外面的なものにして

いくことになっ た。

　もともと日立のコンパチフル路線は，富士通がロート ・モジュール ・レベル

での互換性を保証するものとしてきたのに対して，ソース ・プログラム ・レベ

ルでの互換性を保証するにとどまるものとしていた。つまり ，日立は，ＩＢＭ

機を則提として開発されたプログラム（ロートモジュール）がＭシリーズで

作動することを保証していない。したがって，それを日立のＭシリーズに乗

せようとすれば，再コンパイルすることを原則としていた。このような事情も

背景にあり ，上のような紛争の決着のつけ方は，日立のＭシリーズの互換性

をより一層低いものとしていくことになっ た。 日立自身は，このような変化を

「ＩＢＭ互換路線」から「ＩＢＭ文化路線」への軌道修正と表現している 。

　日立は，こうして従来からＭシリーズの互換性をソース ・プログラム ・レ

ベルでの保証にとどめているが，他方で日立の場合，すでに１９７８年からＭシ

リーズとは別に，ＮＡＳ社などへのＯＥ　Ｍ供給用としてＭシリーズの修正版

で， ハードウェアとしてのコンパチブル ・マシン（コンパチブルＣＰＵ）を製作

しており ，Ｍシリーズとは別にこれを国内ではＨ－８６００，Ｈ－６７００として販売

している 。日立のＭシリーズが富士通の場合とは違 って，互換性のレベルを

低くしてきたのには，このようなハードウェア ・レベルでの戦略の違いが反映

　　　　　　　　３０）
しているともいえる 。

　　クローバル展開

富士通と並んで日立製作所も ，１９７０年代後半以降，積極的な国際展開をすす

　　　　　　　　　　　　　　　（５６）
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めた 。

　すでに１９７０年代後半に，富士通がアムダール社と技術提携を結んだのに対時

して，日立は１９７７年にアイテル社と提携を結び，アイテル杜は日立からの

ＯＥＭ供給でＡＳ／６を発表し，さらに７９年にはＡＳ／７，ＡＳ／８を発表した。し

かし，このアイテル社は，１９７９年９月 ，コンパチブル ・コンピュータ事業から

脱落し，事業をナシ ョナル ・セミコンタクタ杜に売却した。ナシ ョナル　セミ

コンダクタ社は子会社ＮＡＳ杜を設立して，本格的にコンパチブル ・コンピュ

ータ事業に乗り出した。日立は，引き続きＮＡＳ社と提携を結び，以後，Ｍシ

リーズの修正版をコンパチブル ・マシンとしてＯＥＭ供給を続けてきた 。

　さらに１９８９年２月に，日立は，自動車メーカーＧＭ社の情報処理子会社エ

レクトロニッ ク・ データ ・システムズ杜との共同出資で日立データ ・システム

ズ社（ＨＤＳ社）を設立し，ＮＡＳ社をナシ ョナル ・セミコンダクタ社から買収

した。ただし，ＨＤＳ社への出資は日立が８０％を占めているので，事実上 ，

ＨＤＳ社は日立の子会社となっ た。

　他方，日立は，ヨーロッパでは，１９８０年からイタリアのオリベッ ティ社，西

ドイッのＢＡＳＦ社と大型機の販売やコンパチブル ・マシンのＯＥＭ供給の提

携を結んできた。ＢＡＳＦ社はその後１９８７年１月 ，シーメンス社と共同出資で

コンパチブル ・マシンの販売を目的とした，ヨーロッ パ最大規模の販売会社 ，

コンパレ ックス ・インフォメーシ ョン ・システム社を設立した。そして，同杜

は日立から大型 コンパチブル ・マシンのＯＥＭ供給を受けており ，ＨＤＳ社と

ならんで日立のヨーロッパでの重要拠点となりつつある 。

　こうして，日立もこれらの子会社や提携先の積極的な展開によっ て， 日・ 米

・欧３極にわたるグローバル ・ネ ットワークの構築の足がかりをつかむことに

なっ た。

（３）日本電気

¢　ＡＣＯＳシリーズの展開

富士通と日立製作所がＩＢＭコンパチフル路線を選択したのに対して，東芝

　　　　　　　　　　　　　　　（５７）
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とグループを組んだ日本電気は，独自路線でＩＢＭと競争する方向を選択し
，

１９７４年５月 ，ＡＣＯＳシリー ズとよばれる独自のアーキテクチ ュアの汎用 コン

ピュータを発表した。この時発表されたのは，ＡＣＯＳシリーズの小型システ

ム２００，中型システム４００，３００であ った 。

　ＡＣＯＳシリーズは，引き続き１９７４年１１月に大型システム７００，６００，７５年６

月に中型上システム５００，さらに７６年４月には大型システム９００，８００が発表さ

れ， その全体像があきらかになっ た。 これら２００から９００に至るシステムは，そ

れが採用するＯＳの種類によっ て， ＡＣＯＳ－２系（システム２００），ＡＣＯＳ－４系

（システム３００，４００，５００），およびＡＣＯＳ－６系（システム６００，７００，８００，９００）に

分かれており ，以後，それらがそれぞれシステムの展開をすすめていくことに

なる 。

　日本電気はＩＢＭコンパチブル路線をとらないので，富士通，日立のような

意味でＩＢＭの新機種発表への追随が決定的な重要性をもつわけではない。し

かし，業界のリーダーＩＢＭの新機種発表は，独自路線をとる日本電気の新機

種のタイミンクにとっ ても ，競争上，重要な意味をもっ ていた。また，コンパ

チブル路線をとらない日本電気の場合には，ＩＢＭ新機種のアーキテクチ ュア

ヘの直接の対応を必要としなかったので，ＩＢＭの新機種発表に備えつつ，独

自の判断で戦略的に新機種の発表が可能であ った 。

　１９７０年代末の１つのエポ ックは，７８年７月 ，システム８００－３の発表であ った 。

この年の１月と９月に，富士通 ・日立のＭ－１００シリーズがそれぞれ最上位シ

ステムとしてＦＡＣＯＭ　Ｍ－２００，ＨＩＴＡＣ　Ｍ－２００Ｈを発表したが，システム

８００－３はこれらの発表に対応していた。これはシステム９００の技術を使いつつ ，

ＡＣＯＳ－４系 コンピュータが大型領域へ展開する橋渡し的役割を果たすもので

あっ た。

　１９８０年代に入ると ，８０年１１月 ，ＩＢＭは３０８１－Ｄを発表して３０８Ｘシリーズを

スタートさせたが，日本電気は，これとタイミングを合わつつ，むしろ２ヵ月

早く ，ＡＣＯＳ－６系の最上位システム１０００を発表した 。

　他方，ＡＣＯＳ－４系のシステム８００－３を引き継ぐものとして ，１９８１年６月 ，２

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８）
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倍の最大主メモリー 容量３２メガバイトを擁するシステム７５０を発表した。さら

に８３年には，その上位システムで，ＡＣＯＳ－４系 コンピュータが超大型領域へ

展開する橋渡しの役割を担 ったシステム９５０を発表した 。

　システム９５０は，さらに１９８５年２月発表のシステム１５００に引き継がれること

になるが，システム１５００の発表は，ＩＢＭ３０９０シリーズの２週問後のことであ

った。しかも ，それは，３０９０シリーズを大きく上回る処理能力を擁するもので

あっ た。 日本電気としては，発表を予想されたＩＢＭ３０８Ｘシリーズの後継シ

リーズヘの，満を持しての対応であ った 。

　さらに日本電気は，翌８６年２月には，今度はＡＣＯＳ－６系の最上位システム

１０００を引き継ぐシステム２０００を発表した。これは，システム１５００の処理能力を

さらに１ ．３倍上回るものであ った 。

　この間，スー パーコンピュータについては，日本電気は，１９８３年４月
，

ＳＸ－１ ，２を発表し，さらに８９年４月にＳＸ－３を発表している 。

　こうして，日本電気は，１９８０年代をとおして ，ＡＣＯＳ－４系 ，ＡＣＯＳ－６系そ

れぞれのＯＳ系列の展開を図りながら ，コンパチフル路線の富士通，日立と同

様に，あるいは独自路線としての制約の無さからむしろより機敏にＩＢＭの新

機種への対応を図 ってきた。そして，１９９０年代を迎えて ，日本電気もＩＢＭの

新世代機種，サミソト ・シリースの発表を前に，新たな対応機種を世に問うこ

とになっ た。 日本電気は，日立に次いで９１年７月４日 ，ＡＣＯＳ－４系の展開と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
してシステム１５００を引き継ぐ，システム３８００を発表した 。

　　　グロー バル展開

　日本電気 コンピュータ事業の国際展開は，この問，ハネウェ ル社との関係を

軸にしてすすめられてきた 。

　もともと日本電気のハネウェ ル社との関係は，１９６２年，日本電気がコンピュ

ータ事業の基盤を確立するために，ハネウェ ル社と技術提携を結び，Ｈ－２００の

国産化版としてＮＥＡＣ－２２００を発表したことに始まる（この提携契約は，１９８２年

まで及んだ）。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９）



　６０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

　その後，１９８４年に，改めて両社で提携契約が結ばれた。この時点になると ，

すでに立場が逆転しており ，提携内容は，¢ハネウェ ル社は，日本電気の大

型汎用 コンピュータＡＣＯＳシステム１０００の販売権をもつ，　 コンピュータ全

般にわたる特許権のクロスライセンスを締結する，　技術面での相互協力を

すすめる ，というものであ った。こうして，１９８０年代になると ，日本電気が逆

にハネウェ ル社にＯＥＭ供給を行う関係となっ た。

　さらに，１９８７年３月 ，日本電気は，ハネウェ ル社およびフランスのマシン ・

ブル社と共同出資でハネウェ ル・ ブル社を設立し，この新会社がハネウェ ル社

（ＨＩＳ社）のコンピュータ事業を引き継くことになっ た。 この新会社は，ハネ

ウェ ル社が汎用 コンピュータ事業から撤退していく意図のもとで，しだいにそ

の持ち株比率を下げたので，事実上マシン ・ブル社の子会社としての性格をも

つようになり ，１９８９年１月から社名もブルＨ．Ｎ．インフォメーシ ョン ・システ

ムズ社と改められた。さらに，１９９１年４月には，ハネウェ ル社が全持ち株をマ

シン ・フル社に売却して，コンピュータ事業から撤退した 。

　こうして，日本電気の国際展開は，当初，ハネウエ ル社との関係を軸として

すすめられてきたが，同社が汎用 コンピュータ事業から撤退していくなかで ，

これを取り込んだマシン ・ブル社との関係に転換していくことになっ た。 現在 ，

日本電気は，フランスのブル社（マシン ・ブル杜のフランスでのコンピュータ子会

杜）にはＡＣＯＳシステム７５０．１０００．２０００の各シリーズを，またブルＨ．Ｎ．イ

ンフォメーシ ョン ・システムズ社にはシステム１０００．２０００の各シリーズを

ＯＥＭ供給している 。

　日本電気はこうして，現在，マシン ・ブル社との関係をとおして日米欧３極

のグロー バル ・ネ ットワークを構築する形になっ ている 。ただ，この場合の問

題は，マシン ・ブル社がフランス政府のコンピュータ政策を担う国営企業（政

府の持ち株９２％）であるという点である 。このような関係のなかで，日本電気

がどのようにして主導性を発揮しうるのかが，大きな課題となる 。

　ところで，先にみたように，ブル社の業績は，１９９０年代に入 って，極端に落

ち込み，１９９０年１２月期の連結決算で，６７億９ ，０００フラン（約１ ，６５０億円）という

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０）
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創業以来の最高の赤字を記録した。このような状況をまえに，フランス政府は

業績建て直しのための資金を調達するため，これまでＯＥＭ供給やブルＨ．Ｎ

インフォメーシ ョン ・システムズ社への共同出資で関係の深い日本電気に出資

を要請した。日本電気はこれに応え，ブルＨ．Ｎ．インフォメーシ ョン ・システ

ムス社の日本電気の出資分１５％の株式と交換に，マシン ・フル社の株式４７％

を取得して資本参加することになっ た。 これは，日本電気にとっ ては，富士通

や日立製作所に対して立ち遅れていたヨーロッパ市場戦略を展開する上で重要

な意味をもつものとなるであろう 。また，この資本参加には，そのような期待
　　　　　　　　３２）
が込められている 。

　２７）以上，ＦＡＣＯＭ－Ｍシリーズの展開については，「メインフレーム ・システム

　　　　 コンセプト〔ＭＩＳＳＯＮ／ＤＣ〕の中核を担うＭ－１８００」『日経 コンピュータ』

　　　１９９０年１０月１５日 ，および同上号，３７～３９ぺ一ジの年表による 。

　２８）以上，富士通とＩＢＭとのソフトウェア紛争については，「Ｍシリーズ発表１０

　　　年　　岐路に立つＩＢＭ互換路線」『日経 コンピュータ』１９８４年８月２０日　「転換

　　　期を迎える富士通のＩＢＭ互換路線」同上誌，１９８６年１月２０日 ：「ＩＢＭ神話から

　　　ＩＢＭ親和へ変容するＭシリーズＯＳ」同上誌，１９８７年７月２０日 ：ｒ解決へ向かう

　　　ＩＢＭ ・富士通紛争」同上誌，１９８７年１０月１２日 ：「ＩＢＭ互換の世界で改めて脚光を

　　　浴びるＰＣＭ」同上誌，１９８８年１１月２１日 ：「インタフェース情報に限定した有償

　　　利用で，力量問われる富士通の互換ビジネス」同上誌，１９８９年１月２日 ：「ＩＢＭ

　　　一富士通ソフトウェア紛争裁定」『コンピュートピア』１９８７年１１月号，などを参

　　　照 。

　２９）以上，ＨＩＴＡＣ－Ｍシリーズの展開については，「トータル ・マネジメント ・サ

　　　 ーバーとしての役割担うＭ －８８０」『日経 コンピュータ』１９９０年１０月１５日 ，および

　　　同上号，３７～３９ぺ一ジの年表による 。

　３０）以上，日立製作所とＩＢＭとのソフトウェア紛争については，コンピュートピ

　　　ア編『ＩＢＭスパイ事件の全貌』コンピュータ ・工一ジ社，１９８２年，および上記

　　　注２８）に富士通関連で掲げたと同じ論文を参照 。

　３１）以上，日本電気のＡＣＯＳシリーズの展開については，「マシン ・サイクルを

　　　１／３に短縮，Ｓ１５００の２ ．７倍（１プロセ ッサ）の性能を達成したｓ３８００」『日経 コ

　　　 ンピュータ』１９９０年１０月１５日 ，および同上号，３７～３９ぺ一ジの年表による 。

　３２）　日本電気とハネウェ ル社の関係の歴史的経過については，日本電子計算機欄

　　　『ＪＥＣＣコンピュータ ・ノート』１９９１年版，２３８～２４３ぺ 一ジ，とくに第５－３１表に

　　　よる 。

（６１）
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５． １９８０年代末の世界汎用 コンピュータ産業

　　　　「ＩＢＭ対ＦＨＮ」

　以上，１９８０年代の「第４世代」コンピュータの時代に，ＩＢＭに挑戦する世

界汎用 コンピュータ ・メーカー がどのような戦略を展開してきたかを辿 ってみ

た。

　１９８０年代は，ひとことでいえば，業界の「ガリヴ ァ」ＩＢＭに対して，一方

ではこれまで長い問これに対抗してきたＢＵＮＣＨといわれるアメリカ ・メー

カー およびヨーロッパ ・メーカー が１９７０年代にも増して苦しい競争を強いら

れ， 各社とも合併や買収，資本参加や企業提携，そしてコンピュータ事業から

の撤退など，かつてない激しい業界再編成の波に巻き込まれたのに対して ，

１９７０年代における製品開発のグルー プ化のなかから生き残 った日本の３大メー

カーと ，それに結び付くアメリカのＩＢＭコンパチブルＣＰＵメーカー が大き

くシェアを伸ばした時代であ った 。

　ここでは，このような激動の時代を経た世界と日本の汎用 コンピュータ産業

が， １９８０年代末にはどのような競争構造を持つに至 ったのかを，具体的な数字

で総括しておく 。

　（１）世界市場レベルでの競争状況

　まず世界市場レベルでの競争状況をみるが，１９８０年代末の状況については
，

得られる基礎資料の関係で，１０年前の１９８０年時点について得られたようなメー

カー別の設置状況について確認することはできない。この分野の資料を継続的

に提供してきているのは，アメリカのコンピュータ産業情報会杜，インターナ

ショ ナル ・テータ社（Ｉｎｔｅｍ．ｔ１ｏｎａ１Ｄａｔａ　Ｃｏ．ｐｏ．ａｔ．ｏｎ　通称ＩＤＣ社）である 。しか

し， 同社も１９８０年代に入 ってからは，１９８０年時点について示したような全世界

レベルでのメーカー別の設置状況の資料を公表していない。公表されているの

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２）
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は， 同社のニューズ ・レター Ｃｏ妙炊ブ１〃〃３卿Ｒ砂ｏｒ¢ 誌〔旧厄ＤＰ１〃 一

４鮒卯Ｒ砂ｏ〃 誌〕 ，およびデータ ・ブ ック ，〃〃沁ぴＰｒ０６舳ｏｒ　Ｄｏ切Ｂｏｏ尾

に定期的に発表される出荷状況のデータである 。したがって，ここでは，この

レベルのデータを利用する他ない（なお，Ｃ・仰〃６ブ１〃〃５仰Ｒ６戸・ブ’ 誌に発表され

るアータでは，アメリカ ’メーカーのみ，メー力一別のデータが発表され，非アメリカ

・メーカーについてはメーカー別の内訳は示されていない）。

　また，ＩＤＣ社の統計は，コンピュータを価格帯別に¢１００万ドル以上の

「大型」 ，　１０～１００万ドルの「中型」 ，　１～１０万ドルの「小型」，および＠

パーソナル ・コンピュータの４つのグループに分けて集計しており ，汎用 コン

ピュータというグルーピィングで集計しているわけではない。ＩＤＣ社の統計

で汎用 コンピュータの競争状況を表現しようとすれば，「大型」コンピュータ

のグルーピィングでは狭すぎ，「中型」コンピュータまで含めれば汎用 コンピ

ュータ以外の「小型」コンピュータをかなり含むことになる 。したがって，こ

こでは，のちに示す『日経コンピュータ』誌の日本の汎用 コンピュータ統計の

大型（５億円以上）および中型（１億円以上～５億円未満）にほぼ相当すると理解

される「大型」コンピュータのグルーピィングによっ て汎用 コンピュータの状

況を代表させることにする 。

　表Ｖ－４は，金額べ 一スでみた，１８８５年から８９年の問の「大型」汎用 コンピ

ュータの出荷状況の推移を示したものである 。

　これによれば，まず世界のトッ プメーカー ＩＢＭの占める出荷金額シェア

は， １９８５年には６４ ．４％を占めていたが，以後しだいにそのシェアを低下させ ，

８９年には５３ ．５％にまで低下している 。しかし，シェアを低下させたとはいえ ，

１９８０年代を終わる段階でも依然として出荷金額の５０％台を確保していることは

注目に値することかもしれない 。

　これに対して，歴史的にももっとも有力なＩＢＭへの対抗メーカー であり
，

１９８７年には合併してユ ーシス社となるスペリー杜とハロース社は，１９８５年には

合わせて８ ．２％を占めていた。しかし，合併後もシェアを回復させることには

ならず，むしろ８９年には４ ．７％にまでシェアを落としている（ただし，この表の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３）



６４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

　　　表Ｖ－４　世界市場におけるメーカー別大型汎用 コンピュータ出荷推移
　　　　　　　　（１９８５～８９年 ：出荷金額べ一ス）　　　　　　　　　（金額単位 ：１００万ドル）

１９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９

会　社　名
出荷 シェア 出荷 シェア 出荷 シェア 出荷 シェア 出荷 シェア

金額 （％） 金額 （％） 金額 （％） 金額 （％） 金額 （％）

ＩＢＭべ 一ス

ＩＢＭ １２ ，６７０ ６４ ．４ １３ ，１００ ５９ ．５ １３ ，５００ ５４ ．７ １４ ，８００ ５２ ．４ １５ ，５００ ５３ ．５

Ａｍｄａｈｌ ６９０ ３． ５ ７７０ ３． ５ １， ２１０ ４． ９ １， ４４０ ５． １ １， ７２０ ５． ９

ＨＤＳ ３６０ １． ８ ４５０ ２． ０ ６００ ２． ４ ６４０ ２． ３ ６５０ ２． ２

非ＩＢＭべ 一ス

ＵｎｉＳｙＳ １， ６１０ ８． ２ １， ４００ ６． ４ １， ３９０ ５． ６ １， ３６０ ４． ８ １， ３６０ ４． ７

Ｃｍｙ ２４０ １． ２ ４５０ ２． ０ ５２０ ２． １ ５７０ ２． ０ ５９０ ２． Ｏ

ＣＤＣ ４００ ２． ０ ４２０ １． ９ ４２０ １． ７ ４００ １． ４ ３２０ １． １

Ｂｕ１１－ＨＮ ４６０ ２． ３ ４１０ １． ９ ４１０ １． ７ ３９０ １． ４ ３８０ １． ３

ＤＥＣ ２０ Ｏ． １ １０ ＊ Ｏ
’

０
一

Ｏ
ｉ

その他（周辺機器） ５２０ ２． ６ ５６０ ２． ５ ５８０ ２． ４ ６５０ ２． ３ ７００ ２． ４

アメリカ ・メーカ １６ ，９７０ ８６ ．２ １７ ，５７０ ７９ ．８ １８ ，６３０ ７５ ．５ ２０ ，２５０ ７１ ．７ ２１ ，２２０ ７３ ．２

一合計

非アメリカ ・メー
２， ７１０ １３ ．８ ４， ４５０ ２０ ．２ ６， ０３０ ２４ ．５ ７， ９８０ ２８ ．３ ７， ７７０ ２６ ．８

カー合計

世界　合計 １９ ，６８０ １００ ．０ ２２ ，０２０ １００ ．Ｏ ２４ ，６６０ １００ ．０ ２８ ，２３０ １００ ．Ｏ ２８ ，９９０ １００ ．０

（出所）ＩＤＣ，Ｃｏ吻倣ｒ１〃〃６岬Ｒ砂ｏれ，Ａ　ｇ　ｔ１０．１９９０，ｐ４による 。

スペリー社およびユニシス社の数字に日本ユニバッ クおよび日本ユニシスの数字が含ま

れていないので，実際の数字および％はもう少し高くなる 。つぎの表１Ｖ －５を参照）。 こ

のような状況は，同じＢＵＮＣＨの仲間であるＣＤＣ社やハネウェ ル社（ブルＨ

Ｎ． インフォメーシ ョン ・システムズ社）についても同様であ った 。

　アメリカ ・メーカーのなかで，ＢＵＮＣＨとは逆に大きくシェアを伸ばした

のは，１９７０年代後半にＩＢＭコンパチフルＣＵＰメーカーとして登場したアム

ダール社とＨＤＳ社（ＮＡＳ社の後継会社）であ った。この間に，アムダール社

は３ ．５％から５ ．９％に ，またＨＤＳ社は１ ．８％から２ ．２％に，それぞれシェアをの

ばしており ，とくにアムダール社の伸長はめざましいものがあ った。この両社

が， それぞれ富士通と日立のＯＥＭ供給で成り立つ，両社のアメリカ子会社で

あることはすでにみたとおりである 。

　以上のようなアメリカ ・メーカーの動向に対して，目立つのは，非アメリカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４）
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　メーカーのシェアの大幅な上昇である 。このグルー プのシェアは，この間に ，

実に１３ ．８％から２６ ．８％にまで，約２倍に上昇している（１９８８年には一時，２８ ．３％

まで上昇した）。

　ただ，この表１Ｖ －４が依拠するＣｏ妙〃炊１〃鮒びＲ功ｏブな 誌の資料では ，

その内訳は示されていない。そこで，同じくＩＤＣ社の資料である ，〃〃舳鮒

Ｐブ・・鮒ｏ・ Ｄ肋Ｂ・ｏ尾の資料によっ て， １９８９，９０年のメーカー別大型汎用 コン

ピュータの出荷状況をみると ，表Ｖ－５のようである（両表の数字は，おなじ

ＩＤＣ杜によるものであるが，調査時点のずれや企業グルーピングの違いもあり ，数字は

必ずしも正確には一致しない）。

　これによれば，１９８９年，９０年の非アメリカ ・メーカーのシェアは２３ ．６％
，

２４ ．９％と算定される 。この数字は表１Ｖ－４の数字よりいく分低いが，大きくは

変わらない 。

　そこでこれを則提としてみると ，このうちで圧倒的に大きな部分を占めるの

は， 富士通の７ ．９％，８ ．３％と ，日立の６ ．７％ ，７ ．Ｏ％である 。この時点では，こ

れらの２社は，すでにユニシス社を抜き ，世界「大型」汎用 コンピュータ市場

で， ＩＢＭにつぐ第２位，第３位の位置を確保している 。さらに，これら２社

に日本電気を加えた，日本３社のシェアは，この資料によれば，１９８９年，９０年

にそれぞれ１６ ．６％ ，１７ ．２％に上 っている 。そして，表１Ｖ －４に示されているよ

うな，１９８０年代後半にみられた非アメリカ ・メーカーのシェアの大幅な飛躍は ，

その大きな部分がこれら日本メーカーのシェア拡大によるものであ った 。

　ところで，この間大きくシェアを拡大したものに，ＩＢＭコンパチブルＣＰＵ

メーカーとしてのアムダール社とＨＤＳ杜があ った。表Ｗ－５によれば，１９８９

年， ９０年にこれら２社が占めたシェアは，アムダール社が６ ．Ｏ％，５ ．６％
，

ＨＤＳ社が２ ．５％ ，２ ．６％であ った（これらの数字は先の表Ｗ－４の数字とほぽ一致し

ている）。

　また，この間に新たに登場し，急速にシェアを伸ばしたものに，ＩＢＭコン

パチブルＣＰＵの販売会社，ドイツのコンパレ ックス ・インフォメーシ ョン ・

システムズ社がある 。同社は，１９８９年に１ ．８％，９０年に２ ．４％とシェアを伸ばし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５）
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表Ｖ －５

　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

世界市場におけるメーカー別大型汎用 コンピュ

ータ出荷状況（１９８９～９０年 ：出荷金額べ 一ス）

　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

１９８９ １９９０

会　社　名
出荷金額 シェア（％） 出荷金額 シェア（％）

ＩＢＭ １５ ，６４０ ５４ ．６ １６ ，２００ ５３ ．２

富士通 ２， ２６０ ７． ９ ２， ５２０ ８． ３

日立製作所 １， ９１０ ６． ７ ２， １２０ ７． ０

ＵｎｉＳｙＳ ２， ０５０ ７． ２ １， ９４０ ６． ４

Ａｍｄｈａ１ １， ７２０ ６． ０ １， ７００ ５． ６

ＨＤＳ ７１０ ２． ５ ７９０ ２． ６

Ｇｒｏｕｐ　Ｂ汕１ ６６０ ２． ３ ７４０ ２． ４

Ｃｏｍｐａｒｅｘ ５３０ １． ８ ７２０ ２． ４

Ｃｍｙ ５９０ ２． １ ６４０ ２． １

日本電気 ５７０ ２． ０ ５８０ １． ９

Ｓｉｅｍｅｎｓ－ Ｎｉｘｄｏｒｆ ５５０ １． ９ ５４０ １． ８

ＤＥＣ
・ 一

４２０ １． ４

ＩＣＬ ２８０ １． ０ ３５０ １． １

ＣＤＣ ３２０ １． １ ２８０ ０． ９

Ｔａｎｄｅｎ ７０ Ｏ． ２ ２００ ０． ７

その他 ７９０ ２． ８ ７００ ２． ３

合計 ２８ ，６５０ １００ ．０ ３０ ，４４０ １００ ．Ｏ

（出所）ＩＤＣ，１９９１〃〃〃鮒７ Ｐ肌郷０７ Ｄ〃ｏ　Ｂｏｏた，Ｓｅｐｔ．１９９１による
。

ている 。

　アムダール社とＨＤＳ社の２つのＩＢＭコンパチブルＣＰＵメーカー がそれ

ぞれ富士通と日立のアメリカ子会社であり ，またコンパレ ソクス社が日立から

のＯＥＭ供給によっ て成り立っていることは，すでにみたとおりである。この

ことを念頭に入れると ，この問の日本メーカー とりわけ富士通と日立上位２

社の勢力の拡大がいかに目覚ましかったかを理解できる 。１９９０年についていえ

ば， 富士通はアムダール社を加えると１３ ．９％，日立はＨＤＳ社とコンパレ ック

ス社を加えると１２ ．Ｏ％のシェアを確保していたことになる 。

　こうして，序章の冒頭でのべたように，１９８０年代後半以降，世界汎用 コンピ

ュータ市場の支配構造が，これまでの「ＩＢＭ対ＢＵＮＣＨ」という構図から ，

はっきりと「ＩＢＭ対ＦＨＮ」，つまりＩＢＭ対日本メーカー３社という構図に転

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６）
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換することになっ たわけである 。

６７

　（２）日本国内市場の競争状況

　以上のような世界市場レベルでの競争状況の変化のなかで，さらに日本国内

の汎用 コンピュータ市場の競争状況は１９８０年代末にはとのようなものとなっ た

か。

　１９８０年代に入 ってからの日本国内における汎用 コンピュータの設置状況につ

いては，１９８４年に始まる『日経コンピュータ』誌の「汎用 コンピュータ ・ユ ー

ザー・ センサス」が定期的に情報を提供している（ｒ日経コンピュータ』誌が汎用

コンピュータとして調査対象としているものは，販売価格的にみると ，５億円以上の大

型， １億円以上～５億円未満の中型，３ ，０００万円以上～１億円未満の小型に至るまで ，

広範なものを含んでいる）。

表Ｖ－６　日本における汎用 コンピュータ設置シェア
　　　　（１９８４～９０年 ：設置金額べ 一ス： 各年６月末現在） （単位 ：％）

会　社　名 １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

日本ＩＢＭ ２６ ．０ ２３ ．２ ２３ ．１ ２１ ．３ ２０ ．７ ２５ ．２ ２４ ．２

富士通 ２４ ．７ ２８ ．９ ２６ ．６ ３０ ．８ ３２ ．７ ２６ ．７ ２５ ．３

日立製作所 ２０ ．５ １８ ．２ １９ ．２ １８ ．３ １８ ．４ ２１ ．０ ２２ ．３

日本電気 １３ ．２ １４ ．１ １６ ．２ １６ ．０ １５ ．５ １４ ．６ １４ ．１

日本ユニバッ ク ８． Ｏ ９． １ ８． ２ ７． ９ ＊９ ．７ ＊１０ ．８ ＊１１ ．９

ノ、ロース ３． ９ ３． ６ ３． ６ ２． ７

三菱電機 ２． Ｏ １． ６ １． ７ １． ２ １． Ｏ Ｏ． ９ ０． ５

日本ＮＣＲ １． ７ １． ３ １． ４ １． ８ ２． ０ Ｏ． ８ １． ７

国産機 ６０ ．４ ６２ ．８ ６３ ．７ ６６ ．３ ６７ ．６ ６３ ．２ ６２ ．２

外国機 ３９ ．６ ３７ ．２ ３６ ．３ ３３ ．７ ３２ ．４ ３６ ．８ ３７ ．８

合計（％） １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ １００ ．０ １００ ．Ｏ

合計（設置金額 ：

１０億円） １， ３４６ ．３ １， ０００ ．３ １， ２４６ ．２ １， ３２１ ．９ １， ６４５ ．２ １， ８９２ ．９ ２， ２５３ ．Ｏ

（注）　＊は，スペリー社とバロース社合併後の日本ユニシス 。

（出所）ｒ日経 コンピュータ』誌が１９８４年以降，毎年９月末に発表している各年のｒ汎用 コンピ ュータ ・ユ ーザ ー

　　 ・センサス」による 。

　表Ｖ－６は，１９８４年から１９９０年に至る問の日本国内の汎用 コンピュータ市場

におけるメーカー別シェアの推移を設置金額べ一スで示したものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７）



　６８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

　この表をみて，もっとも注目されることは，１９８５年に至 って，はじめて国産

トソ プ・ メーカー富士通がこれまで一貫して第１位の地位を保ってきた日本ア

イ・ ビー・ エムを追い越したことである 。１９８４年には日本アイ ・ビー・ エム

２６ ．０％，富士通２４ ．７％であ ったシェアが，８５年には日本アイ ・ビー・ エム

２３ ．２％に対して，富士通２８ ．９％となり ，両者の位置が逆転した 。

　本稿シリーズ皿でみたように，コンピュータ関連売上高では，１９７９年に富士

通が日本ＩＢＭを追い越していた。いうまでもなく ，フローとしての売上高の

変動の結果は，いずれ設置金額べ一スでのシェアの変動として現れるわけであ

り， 富士通が設置金額でも日本ＩＢＭを追い越すことは時問の問題であ った 。

そして，これが１９８５年に実現したわけである 。

　以後，１９９０年代の今日に至るまで，富士通の第１位は変わ っていない。この

問， １９８８年には富士通のシェアが３２７％にまで上昇したのに対して，日本アイ

・ビー・ エムが２０ ．７％まで低下し，両者の差が１２ ．０％と開いたこともあ った 。

しかし，以後ふたたびその差が縮まり ，１９９０年には富士通２５ ．３％に対して，日

本アイ ・ビー・ エム２４２％となっ ている 。

　これら２社に対して，第３位の日立製作所は，１９８５～８８年の問にはほぽ１８～

１９％台を占めていた。しかし，８９，９０年とシェアを２０％台に上げ，９０年には

２２ ．３％と ，上位２社に接近している 。

　以上の３社に対して，第４位の日本電気のシェアは，この問，ほぼ１４～１６％

台のところを推移している 。

　アメリカ系メーカーの日本ユ ーハソ クとハロースは親会社の合併にともない ，

１９８７年合併して日本ユ ーシスとなるが，これら２社のシェアは，合併前後をと

おして，１１％前後で推移しており ，この問それほど目立 った変動を示していな

い。 また，日本ＮＣＲについては，この問，１％台の後半程度のレベルで推移

している 。

　他方，国産メーカーの三菱電機は，この問，２％あ ったシェアを０ ．５％にま

で低落させている 。

　すでにみたように，日本メーカー３社，とりわけＩＢＭコンパチブル路線を

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８）
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とる富士通と日立製作所２社は，１９８０年代に，その積極的な戦略展開によっ て

全世界レベルでの汎用 コンピュータ市場で急速にそのシェアを拡大し，ＩＢＭ

につぐ第２，３位の地位を確保するに至 ったが，これらの国産メーカーは，脚

下の日本国内市場では，以上のようにこれまでＩＢＭ（日本アイ　ビー　エム）が

占めてきた第１位の位置を逆転し，富士通，日立と日本アイ ・ヒー・ エムの３

社が相拮抗する競争状況をつくり出すことになっ たわけである 。

　（３）ＩＢＭコンパチプル路線の成功　　それをもたらした要因

　以上みてきたような，世界汎用 コンピュータ市場における日本メーカーの進

出， 「ＩＢＭ対ＢＵＮＣＨ」から「ＩＢＭ対ＦＨＮ」への支配構図転換の背景は，す

でにあきらかなように，日本メーカー３社のなかでも ，とりわけ富士通と日立

製作所によるＩＢＭコンパチブル路線の成功であ った 。

　本稿シリース皿でみたように，富士通と日立製作所がコンパチフル路線を追

求しはじめるのは１９７０年代に入 ってのことであ ったが，コンパチブル路線は ，

１９７０年代になっ て日本メーカーによっ てはじめて追求されたものではなかった 。

すでに１９６０年代にも ，スペリー・ ランド社，ハネウェ ル社，ＲＣＡ社といっ た

鐸々たるアメリカ ・メーカー がこれを手掛けたことがあ った。しかし，それら

の試みは，一一世代成功したことはあ ったが，ＩＢＭの技術革新の前に，次世代

への継続的な展開が不可能となり ，ほとなく放棄されてしまっ た。

　このような経緯のなかで，１９７０年代前半までは，ＣＰＵにおけるコンパチブ

ル路線は不可能とさえいわれた。しかし，日本メーカー 富士通と日立製作所

はこれを成功させた。これは，どのような要因によっ て可能となっ たのであろ

うか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
　この点について，佐久問昭光氏は，３つの要因をあげている 。

　それは第１に，富士通，日立はコンパチブル ・マシンの出荷をはじめる１９７５

年の段階において，すでに日本国内市場において有力な地位を占めていたとい

う点である 。すでに１９７０年の時点で ，富士通と日立のシェアの合計は，首位日

本アイ ・ビー・ エムの３１ ．９％に対して ，３２ ．Ｏ％と対等に立 っており ，Ｍシリ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９）
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一ズが発表された７５年の時点では，日本アイ ・ビー・ エムの２９ ．６％に対して
，

３５９％と大きく上回 っている（本稿シリース皿　表皿 一１３を参昭）。 これは，ＩＢＭ

が５０～６０％という圧倒的に大きなシェアを占めるアメリカやヨーロッパ諸国の

国内市場の状況からすれば，きわめて特殊な市場状況であ った。これには，本

稿シリーズＩでみたように，日本ではコンピュータ産業スタートの早い段階か

ら， 政府による積極的な育成政策が施されたことが大きく寄与している 。

　すでに，国内市場でこのように大きなシェアをもち，ＩＢＭと互角の競争を

できる力量をもつメーカーのコンパチブル路線への転換は，新規参入 ・弱小メ

ーカーによるコンパチブル路線の選択とはことなり ，非コンパチブル路線時代

からの既存のユーザーをそのまま引き継ぐことにより ，引き続き市場での地位

の確保を可能にした。さらにこれにとどまらず ，， 十分大きな価格差と性能の

高さの確保によっ て， ＩＢＭユ ーザーの取り込みによる日本アイ ・ビー・ エム

のシェアの蚕食も可能にした 。

　第２に，コンパチブル路線を選択した富士通と日立は，すでに，この路線成

功の鍵であるハ ードウェアの開発競争と価格競争に生き残りうる経営基盤を確

保していたという点である 。コンパチブル ・メーカーは，現行マシンでの性能

と価格の厳しい競争と同時に，この路線を一世代で終わらせないためには，さ

らにＩＢＭの次世代マシンに対抗しうるものを準備しなければならない。この

ために，コンパチブル ・メーカーには，一方では低価格でのハードウェアの供

給を続けながら ，他方では高い研究開発投資の負担に耐えられる経営基盤が求

められる 。

　このような低採算性と高研究開発投資に耐えられる経営基盤の確保は，コン

ピュータ専業の弱小メーカーでは容易ではない。このような基盤の確保のため

には，将来の「スター」の育成をサポートできる「金のなる木」，つまり高収

益事業を併せてもつことがどうしても必要となる。この点で，富士通と日立は ，

きわめて有利な条件をもっ ていた。両社は，周知のように，すでに日本を代表

する通信機器メーカー 総合電機メーカー であり ，多角化された事業基盤を確

立していたからである 。両社は，それらの既に確立された高収益部門を基盤と

　　　　　　　　　　　　　　　　（７０）



会　社　名
売上高 シェア

（１００万ドル） （％）

東　芝 １， ６２５ １７ ．７

日本電気 １， １００ １１ ．９

日立製作所 １， ０００ １０ ．９

三菱電機 ９００ ９． ８

富士通 ７７０ ８． ４

その他 ３， ８０５ ４１ ．４

合　計 ９， ２００ １００ ．０

　　　　　　　　　　超ＬＳＩ時代のコンピュータ産業（２）（坂本）　　　　　　　　７１

して，コンピュータ部門のリスクを負担することが可能となっ た。

　第３に，コンパチブル ・メーカー間の提携という点である 。すでにみたよう

に， まずなによりも日本メーカーによるコンパチブル路線の選択は，富士通と

日立の提携によっ てすすめられた。さらにこの間，富士通は，アメリカのアム

ダール社，イギリスのＩＣＬ社，ドイツのシーメンス社などと ，また日立はア

メリカのＮＡＳ社（現在はＨＤＳ社），イタリアのオリベッ ティ社，ドイツの

ＢＡＦ社（現在は，コンパレ ックス ・インフォメーシ ョン ・システム杜）などと ，技

術開発やＯＥＭ供給なと ，多様な企業提携を結んでコンピュータ事業のグロー

ハル化をすすめてきた。このような企業提携による技術開発やグローハル化な

どの戦略展開は，経営資源の共同利用によるメリットを引き出しながら ，また

他方では一社ですべてを負担するリスクを回避しつつ，ガリヴ ァＩＢＭに有効

に対抗することを可能にした 。

　日本メーカー 富士通と日立製作所によるコンパチブル路線の成功要因とし

て， 佐久問氏は以上の３つの点をあけている 。このような認識は，すでに　般

的なものとなっ ているようである 。

　しかし，以上３つの占を則提としたうえで，さらにここで第４の点として付

け加えなければならない点がある 。それは，富士通と日立が実際にＩＢＭとの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　競争で，十分低い価格水準と性能的な

表Ｖ －７　世界ＤＲＡＭ市場リーダー　　優位性を確保しえた，生産システム上
　　　　（１９８９年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の独自性である 。結論的にい疋ば，両

（出所）プレスジャーナル杜編ｒ日本半導体年
　　鑑（１９９１年版）』１９９１年，２９９ぺ 一ジ，表

　　５ 。

　社とも ，コンピュータ事業と並行して ，

　　Ｉ　Ｃ事業を独自事業として展開し，こ

　　の問世界有数のＩＣの外販メーカーと

　　して成長してきたいうことである 。表

　　Ｖ－７に示されるように，１９８９年時点

　　でみると ，ＩＣ技術の最先端を示す

　ＤＲＡＭ（記憶保持動作が必要な随時読み

　　出し書き込み用メモリー）の世界市場で ，

（７１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
日立が第３位でシェア１０％，また富士通は第５位でシェア９％を占めている 。

　ＩＣが，コンピュータのハードウェア技術を支える基幹技術であり ，一般的

にこの技術の水準がコンピュータ技術の水準を大きく規定することは，すでに

みてきたとおりである 。しかも ，コンパチブル路線をとる場合には，ソフトウ

ェアについては基本的に差別性のないものを則提とした上での，ハ ードウェア

の性能上の競争と価格競争が基本となるわけであるから ，ＩＣ技術での優位性

の確保にＩＢＭとの競争の決定的なポイントが懸かることになる 。

　このような点を念頭におくと ，日本のコンパチブル ・メーカー 富士通と日

立がともにＩＣそのものを独自事業として確立し，内部に世界の最先端をいく

ＩＣの開発 ・製造体制を展開してきたことは，コンパチブル路線を成功させ ，

しかもその勢力を大きく伸はすうえで，きわめて重要な意義をもっ ていたとい

わなければならない 。

　以上，日本メーカー 富士通と日立のコンパチフル路線成功の要因として ，

４つの点を指摘した 。

　ところで，これまでのところでは，以上４つの点をもっ ぱらコンパチブル路

線成功の要因として説明した。しかし，すでにあきらかなように，これらの要

因は，コンパチブル路線をとらずにきたもう一つの日本メーカー 日本電気の

今日までの成功についても当てはまる。日本電気も ，すでに１９７０年の時点で日

本国内市場の１１９％のシェアを確保していたし，また同社も周知のように富士

通とならぶ通信機器メーカーであり ，すでにこの事業を核に多角化した事業基

盤を確立していた。さらに，日本電気は，ＩＣ（ＤＲＡＭ）市場では，第２位 ，

１３％のシェアを確保している 。

　このようにみると ，以上でみた４つの点は，今日汎用 コンピュータの世界市

場で地歩を占めるようになっ た日本の３大メーカーに共通の成功要因として位

置づけることができる。そして，これらの要因がコンパチブル路線と結びつき ，

コンパチブル路線のメリットの側面を大きく引き出したところに，３大メーカ

ーのなかでもとくに富士通と日立の成功の背景があるということができる 。

　３８）　この点については，佐久問昭光「世界コンピュータ産業における支配的企業と

　　　　　　　　　　　　　　　　（７２）
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　競争企業の互換 ・非互換戦略」『ビジネス ・レビ ュー』Ｖｏ１．３６，Ｎｏ．
４． １９８９年６

　月 ，３６～３９ぺ一ジを参照 。

３９）　この点については，肥塚浩ｒエレクトロニクス巨大企業における半導体事業」

　『立命館経済学』第４０巻第１号，１９９１年４月 ，を参照 。

（１９９１年１２月１０脱稿）

（７３）




